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１．事業の概要 【流域特性】

 清水川は、銚子市街地を流
れる流域面積が約7km2の
一級河川。

 下流域で市街化が進行し、
沿川では浸水被害が発生
している。

※電子地形図25000（国土地理院）を加工して作成

銚子駅

凡例
：流域界
：河川
：JR総武本線
：国道

利根川
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１．事業の概要

見返橋より下流を望む

銚子大橋歩道橋より下流を望む

若宮橋

 計画規模 ：年超過確率1/7

（平成4年10月降雨相当）

 全体事業費 ：約54億5千万円

 事業区間 ：利根川合流点～武木田橋
L=1,612m

事業概要

※電子地形図25000（国土地理院）を加工して作成

整備完了
未整備

※掘削は全区間未整備

からこばし

いまみやばし

ぶんきょうばし

みかえりばし

わかみやばし

せいえいばし

じょうこくばし

しらさぎばし

ぶ き た ば し



１．事業の概要
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改修概要

改修概要

社会資本整備総合交付金

掘削 ： ２５，３００m3
護岸 ： ２，００９ｍ
橋梁等： 橋梁架替 １４橋

JR横断部改修 １箇所

代表横断図

今宮橋～文教橋付近

若宮橋上流（整備完了）

文教橋上流（未整備）



１．事業の概要
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事業期間の延伸

令和3年度

事業評価時

工期:H16～R6

令和6年度

事業評価時

工期:H16～R15

9年

R6

R15

H16 R15R6R3

延伸理由

 今宮橋等の架け替えに伴う道路構造の
検討

 今宮橋等の架け替えに伴う関係機関等
（交通管理者、占用者、銚子大橋）と
の調整・協議

R11H21 H26 R1

今宮橋



２．社会経済情勢等の変化
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年超過確率1/7規模降雨に対応するため、河川の改修を行い、治水安全度の向上を
図る必要がある。

被害状況
60分最大雨量
（mm）洪水名

床上浸水29件、床下浸水43件、
JRガード下道路冠水62.5台風18号平成4年10月20日

床上浸水5件、床下浸水33件37.0台風17号平成8年9月22日

平成8年9月 台風17号浸水状況
清水川無名橋付近

平成4年10月 台風18号浸水状況
きよかわちょう

銚子市清川町地先



２．社会経済情勢等の変化
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清水川流域の土地利用

市街化率59％ 市街化率63％

H18（2006） H28（2016）
市街地

農地

森林

荒地・その他

水面

市街地

農地

森林

荒地・その他

水面

※電子地形図25000（国土地理院）を加工して作成

市街地

農地

森林

荒地・その他

水面

R3（2021）

市街化率63％



３．事業の投資効果
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①費用便益比の算定方法

費用便益分析（B/C）

現在価値化の算定
社
会
的
割
引
率

治水経済調査
マニュアル（案）
国土交通省
令和6年4月

費用及び便益算定の前提
基準年次 ：令和６年度
完成年次 ：令和1５年度
検討年数 ：完成後50年間
社会的割引率：４％

便益の算定
被害防止便益
残存価値

費用の算定
事業費
維持管理費
事業費の0.5％

便益の現在価値
（B）

費用の現在価値
（C）



３．事業の投資効果
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②便益の算出方法

1/5

1/7

氾濫イメージ
降雨規模毎に
想定氾濫区域
を求める

規模別の想定
被害額の算出

区間平均被害額と
区間確率から年平
均被害額の算出

川

河口

年平均被害軽減期待額算出表

総便益（B）

想定氾濫区域の設定

想定被害額の算出

被害防止便益の算出

残存価値の算出

総便益（B）の算出

① ② ③
流量規模

年平均
超過確率

被害額

事業を
実施しな
い場合

事業を
実施した
場合

被害
軽減額
（①－②）

区間平均
被害額

区間確率
年平均

被害軽減額

年平均被害軽
減額の累計＝
年平均被害軽
減期待額

D0（=0）
N0-N1

Ｑ2

…

Ｑm

N0

N1

N2

…

Nm

Ｑ1

Ｑ0

d1=

（N0-N1）×

D0+D1
2

d1

Dm

D0+D1
2

Dm-1+Dm
2

D1

D2

dm=

（Nm-1-Nm）×

Dm-1+Dm
2

…

d1+d2+…dm

D1+D2
2

N1-N2

d2=

（N1-N2）×

D1+D2
2

d1+d2

… … … …

Nm-1-Nm



３．事業の投資効果
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③想定氾濫区域

事業実施により、計画規模の降雨による浸水被害の解消を図る

想定浸水面積 0ha
事業が完了した令和１５年度の状況で
計画規模の降雨が発生した場合

想定浸水面積 18ha
令和６年度時点の整備状況で

計画規模の降雨が発生した場合

浸水深の凡例
浸水した場合に想定される
水深（ランク別）

0.5m未満の区域

0.5～1.0m未満の区域

1.0～2.0m未満の区域

2.0～5.0m未満の区域

5.0m以上の区域

浸水深の凡例
浸水した場合に想定される
水深（ランク別）

0.5m未満の区域

0.5～1.0m未満の区域

1.0～2.0m未満の区域

2.0～5.0m未満の区域

5.0m以上の区域

国道356号

利根川→利根川→

国道356号

※電子地形図25000（国土地理院）を加工して作成



効果（被害）の内容分類

家屋（住居・事業所）が浸水することによる被害
14.0億円
13.7億円家屋被害

直接被害
42.5億円
41.6億円

家具や自動車等が浸水することによる被害
6.9億円
6.8億円家庭用品被害

事業所が浸水することによる資産や在庫品による被害
3.5億円
3.4億円事業所資産被害

農漁家が浸水することによる資産や在庫品による被害
0.0億円
0.0億円農漁家資産被害

浸水による農作物の被害
0.0億円
0.0億円農作物被害

公共土木施設、公益事業施設、農地、農業用施設の浸水
被害

18.1億円
17.7億円

公共土木施設等
被害

浸水した事業所、公共・公益サービスの停止・停滞による
被害

1.6億円
1.6億円営業停止被害間接被害

3.5億円
3.4億円 浸水に伴う清掃などの事後活動等の出費等による被害

1.9億円
1.8億円応急対策費用

46.0億円
45.0億円計

３．事業の投資効果
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④被害防止便益

上段：全体事業 下段：残事業※金額は、表示桁数の関係で合計額と一致しない。

残事業全体事業項 目

18.3ｈａ18.5ｈａ軽減される氾濫面積

278世帯282世帯軽減される浸水世帯数



３．事業の投資効果
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⑤残存価値

備考残存価値項目

適切な維持管理を行うことにより治水機能
は低下しないため評価対象期間終了時点
まで資産価値の低下はないものとして算定。

0.04億円
0.06億円

構造物以外の
堤防及び
低水路部

評価対象期間終了時点の価値を総費用の
10％として算定。

0.17億円
0.27億円

護岸等の
構造物

評価期間末の価値の想定が困難であるた
め、取得時の価格に基づき算定。

0.05億円
0.09億円用地費

0.25億円
0.43億円計

上段：全体事業
下段：残事業

評価対象期間終了時点（施設完成年次から50年後）における残存価値

※金額は、表示桁数の関係で合計額と一致しない。



３．事業の投資効果

14

14
費用便益比
（B/C）

1.9

総便益残存価値被害防止便益
便益（B）

118億円0.3億円118億円

総費用維持管理費事業費
費用（C）

64億円2.7億円61億円

費用便益比
（B/C）

2.7

総便益残存価値被害防止便益
便益（B）

84億円0.4億円83億円

総費用維持管理費事業費
費用（C）

31億円1. 2億円30億円

注１） 便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。

注２） 費用および便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と異なる。

残事業評価

全体事業評価

⑥費用便益比



３．事業の投資効果
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⑦前回評価との比較

（全体事業費）

備考
今回評価
（令和6年）

前回再評価
（令和3年）

令和6年4月令和2年4月
治水経済調査
マニュアル（案）

令和6年度令和3年度基準年次

令和15年度令和6年度施設完成年次

施設完成から50年間施設完成から50年間分析対象期間

メッシュサイズの変更118億円148億円総便益（B）

基準年次の更新により増加
64億円

（現在価値化前 55億円）
61億円

（現在価値化前 55億円）
総費用（C）

1.92.4B/C
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令和6年度時点浸水図（W=１／7）（残事業）

浸水深の凡例
浸水した場合に想定される
水深（ランク別）

0.5m未満の区域

0.5～1.0m未満の区域

1.0～2.0m未満の区域

2.0～5.0m未満の区域

5.0m以上の区域

※電子地形図
25000（国土
地理院）を加工
して作成

前回再評価 今回



３．事業の投資効果
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⑧便益に含まれていない効果

貨幣換算は困難であるが、浸水被害を防止することで、以下の効果
が期待できる

○浸水被害による心身のストレスの軽減

○国道124号、国道126号、国道356号周辺が浸水した際の交通利用
者への影響の軽減

○ライフラインの停止による波及被害の軽減

〇気候変動による影響



0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

全体事業費 工事費 用地・補償費

費
用
（
百
万
円
） 残事業

投資済み

全体事業費
5,445百万円 工事費

5,064百万円

用地・補償費
381百万円

29％
投資済み

29％
投資済み

30％
投資済み

令和6年度末見込み全体
事業費

河川名
％事業費

29%1,5815,445清水川

令和6年度末見込み
用地費河川名

％事業費

30%116381清水川

４．事業の進捗状況
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事業費ベースでは、令和6年末で約29％の進捗見込み。

用地進捗率（面積ベース）

①事業の進捗状況（全体事業費）

【事業進捗率（事業費ベース）】 【用地・補償進捗率（用地費ベース）】

【事業進捗率（事業費ベース）】
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５．事業の進捗の見込み

・JR総武本線より下流区間では唐子橋までの橋梁架替が完了している。

・事業への地元からの要望があり、事業の進捗が望まれている。

※電子地形図25000（国土地理院）を加工して作成

整備完了
未整備

※掘削は全区間未整備

からこばし

いまみやばし

ぶんきょうばし

みかえりばし

わかみやばし

せいえいばし

じょうこくばし

しらさぎばし

ぶ き た ば し



６．コスト縮減や代替案立案の可能性
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コスト縮減への取り組み

橋梁等の構造物が多く、市街地内で施工条件の制約がある

箇所であるため、新技術・新工法の積極的な活用を図り、

コスト縮減に努め、引き続き、事業を推進する。



7．対応方針（案）

21

事業を継続することとする

【理由】

○事業の投資効果が見込める。

全体事業 費用対効果Ｂ／Ｃ＝１．９＞１．０

残事業 費用対効果Ｂ／Ｃ＝２．７＞１．０

○市街地で浸水被害が発生しており、早期に治水安全度の向上
を図る必要がある。

○事業費ベースの進ちょく率が約３割程度で、早期に治水安全度
の向上を図る必要がある。

○治水事業への地元からの要望があり、事業の進捗が望まれ
ている。


